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デジタルで変わる次世代モノづくり基盤F E A T U R E D  A R T I C L E S

日立グループ全社における 
ソフトウェア開発プロセス革新

小川 秀人｜Ogawa Hideto

川上 真澄｜Kawakami Masumi

加賀 洋渡｜Kaga Hiroto

長船 辰昭｜Osafune Tatsuaki

あらゆる製品にソフトウェアを搭載しネットワーク化することで，データに基づく新しい価値を社会に
提供していくことは，日立の経営戦略の一つである。その実現に向け，指数関数的に規模を増
し，複雑化するソフトウェアの開発には，デジタル時代の経営基盤としての革新が求められている。
本稿では，2018年度に構築したソフトウェア開発力強化のための新たな全社スキームを示す。ま
た，開発プロセス革新を支える先進技術開発事例として，多様なソフトウェア開発実績を持つ日立
グループのシナジーを生かしたソフトウェア開発プロセス構築技術，AI技術を用いた開発プロジェ
クトのリスク検出技術の開発について述べる。さらに，具体的なプロセス革新事例として，継続的
インテグレーションにおけるキーワード駆動テストの実現について述べる。

1. はじめに

次世代のモノづくりにおいてソフトウェア開発は不可
欠である。IoT（Internet of Things）やConnected-Xと
いった言葉で示されるように，あらゆる製品がソフト
ウェアを搭載しネットワークにつながる世界では，ソフ
トウェアは従来と同等の機能性を提供するだけでなく，
より複雑で高精度な制御や，データ分析に基づく高度な
最適化など，新たな顧客価値を提供する要となっている。

これらを実現するため，製品に搭載されるソフトウェ
アの規模や複雑さは指数関数的に増し続けている（図1
参照）。IPA（Information-technology Promotion Agency, 
Japan：独立行政法人情報処理推進機構）の調査1）によれ
ば，組み込みソフトウェア開発の課題として「設計品質
の向上」，「開発能力（量）の向上」，「技術トレンドへの
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図1｜組み込みソフトウェア規模の拡大
1つの製品に搭載されるソフトウェアの規模や複雑さは指数関数的に拡大して
いる。

注：略語説明ほか
OS（Operating System）
※1） Windowsは，米国Microsoft Corporationの米国およびその他の国における登録商

標または商標である。
※2）Mac OSは，Apple Inc.の商標である。
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対応」が上位3位に挙げられており次々と登場する新し
い技術への対応と，ソフトウェア開発の質と量の両立が
課題となっている。次世代技術による顧客価値創造を実
現する経営基盤として，ソフトウェア開発の革新が不可
欠である。

日立グループは，全社的なソフトウェア開発革新のた
めの新たな施策を2018年度より開始した。本施策は，組
織革新を牽（けん）引する体制構築と，開発プロセスの
革新を牽引する技術開発から成る。本稿では，2章で組
織革新の事例を，3章および4章で技術革新の事例を紹介
する。

2.  ソフトウェア開発力強化に向けた 
全社体制

日立グループには，モノづくりや品質保証を専門とし，
グループ横断的な改善活動を定常的に推進する全社組織
として，モノづくり強化本部および品質保証本部が存在
する。また，2004年からは「組み込みシステム改革活動」
によるグループを挙げたソフトウェア開発強化を推進し
てきた2）。これまでは，こうした全社活動を通じて改善
を継続してきたが，近年の急速に発展するソフトウェア
技術を活用し，ソフトウェア開発のあり方を抜本的に革
新するべく，ソフトウェア開発力強化のための全社体制
を2018年度に刷新した（図2参照）。

2.1 

ソフトウェア開発力・信頼性強化プロジェクト

本社組織として「ソフトウェア開発力・信頼性強化プ
ロジェクト」（以下，「ソフトPJ」と記す。）を2018年度
に発足させた。ソフトPJのミッションは，多彩なソフト
ウェア開発の実績を持つ日立グループのシナジーによる

開発力の強化である。具体的には，各事業部門に設置し
た「ソフトウェア強化責任者」と連携して，その事業部
門におけるソフトウェア開発の実態のアセスメントを実
施する。また，各事業部門の持つ課題とともに先行事例
やノウハウを収集し，収集した事例やノウハウを他の事
業部門に横展開することで各事業部の抱える課題の解決
を図る。

2.2 

ソフトウェアモダナイゼーションラボ

研究開発グループには，研究部門を横断する「ソフト
ウェアモダナイゼーションラボラトリ」（以下，「SML」
と記す。）を設置した。SMLのミッションは，日立グルー
プのソフトウェア開発技術の先進化を牽引することであ
る。ソフトウェア開発の専門性を有する研究者が所属し
ており，先進的なソフトウェア開発技術の活用と創出を
推進する。また，前述のソフトPJと連携し，社内外の先
端技術を各事業部へ適用し，開発のモダナイゼーション
を実践する。

以降，3章ではSMLによる革新技術の開発事例を，4章
では事業部に対するプロセス革新事例を紹介する。

3. ソフトウェア開発革新技術

ソフトウェア開発の革新には，開発組織の実態を観測
し，その観測結果を基に状況を把握して，状況に応じた
施策を決定し，施策を実行するといったループを継続す
ることが有効である。また，各プロジェクトを成功させ
るには，進行中のプロジェクトを常に観測・把握するこ
とでプロジェクトの早い段階で開発リスクを検出し，そ
れに対する施策を迅速に実行することでリスク低減を図
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ることが大切である（図3参照）。
SMLでは，組織レベルの改革と進行中プロジェクトへ

のリアルタイムな対策とのそれぞれを支援する技術開発
を行い，ソフトウェア開発革新を推進している。

組織レベル改革に対しては，プラクティス共有ポータ
ルサービスを開発し，組織のソフトウェア開発力のアセ
スメント（状況把握）と，開発プロセスの策定（施策決
定）を支援する。

リアルタイム対策に関しては，プロジェクトマネー
ジャー（以下，「プロマネ」と記す。）支援AI（Artificial 
Intelligence）を開発し，進行中のプロジェクト情報の収
集（実態観測）と，それに基づくリスク検出（状況把握）
とアクションの推薦（施策決定）を支援する。

3.1 

組織レベルを改革するプラクティス共有ポータル

ソフトウェア開発力の底上げを目的に，標準開発プロ
セスを定義してこれを複数の製品開発に展開することが
一般的に行われる。しかしながら，多様な製品分野を持
つ日立グループでは，単一の開発プロセスを定義しても，
それが各製品分野の実態と適合しない場合がある。その
ため，日立グループ全体のソフトウェア開発力の底上げ
には，製品ごとの実態観測と状況把握を行うアセスメン
トと，各製品向けにテーラリングした開発プロセスの確
立とを効率的に行うための技術が必要である。

そこで，開発プロセス改革を支援するWebサービスと
して「プラクティス共有ポータル」を開発した。本ポー
タルは，組織のソフトウェア開発能力を把握するセルフ
アセスメントと，アセスメントに基づいた開発プロセス
を組み立てるためのプラクティスを推薦する技術の集合
体である。

本ポータルでは，開発プロセス，アーキテクチャ，設

計・開発手法の各項目について，組織の開発力レベルを
評価できるアクティビティ基準を定義している。各組織
で現在実践しているアクティビティを定義した基準と比
較することで，開発力を評価できる。

また，各アクティビティを実践する具体的な方法や事
例をプラクティスという形式で蓄積しており，開発力レ
ベルを向上するための具体的手段をレコメンドする。こ
のプラクティスは，2章で示した全社体制で収集した先
進事例やノウハウから構成されており，日立グループの
広範な知見を活用して，新たなプロセスを構築できる

（図4参照）。

3.2 

リアルタイム対策を支援するプロマネ支援AI

ソフトウェア開発の効率化のためにチケット管理シス
テムや成果物管理システムの導入が進んでおり，プロマ
ネがさまざまなシステムの情報を統合してプロジェクト
を推進していくスタイルが普及してきている。しかし開
発者が100人を超えたり，分散拠点開発となったりする
プロジェクトではプロマネが正確な情報を把握すること
が困難になり，適切なマネジメントが行えなくなる問題
がある。

そこでプロマネ支援AIは，進行中の開発プロジェクト
のデータを収集し，リポジトリマイニング技術に基づい
て解析を行うことでプロジェクト状態の把握を支援す
る。プロマネに有益な情報を提示するため，各種可視化
ビューを提示し，開発プロジェクトの状況を総合的に判
断してリスクの発生を検知して，リスク発生アラートと
プロマネが取るべきアクションをレコメンドする。これ
らの機能を実現するために，プロジェクトの管理情報と
成果物管理情報を組み合わせて情報の補正を行う技術
と，統計や機械学習を適用したリスク検出技術とを開発
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図3｜開発力強化のためのスキーム
組織レベルの改革と，プロジェクトレベルのリアルタイ
ム対策の両面で，実態観測，状況把握，施策決定，
実行のループを回す。

注：略語説明
PMO（Project Management Office），AI（Artificial Intelligence）
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している（図5参照）。
プロマネ支援AIにより，プロマネはデータに基づいて

判断が行えるようになり，開発プロジェクトを安定的に
運営できるようになる。

4.  開発迅速化のための 
開発プロセス変革事例

本章では，SMLが実践した事業部におけるソフトウェ
ア開発プロセスの変革事例を紹介する。

製品のリリースは，市場の要求に応えるために短いサ
イクルで行われるが，開発規模の拡大に伴い，開発には
大きな工数を要している。品質担保と開発工数削減を両
立し，限られた人員で開発を進めるために，ソフトウェ
アを高頻度に検証する継続的インテグレーション（CI：

Continuous Integration）が注目されている。CIは，ソフ
トウェアのビルド，実行環境の準備，テストを自動化し，
ソフトウェアの機能追加，変更のタイミングごとに品質
を確認する開発プロセスである（図6参照）。

CIは高頻度に品質を確認できる一方で，テストを自動
化するためのテストスクリプトを作成する工数が大き
い。そこで本研究では，CIにおけるテストスクリプト作
成工数の削減を検討した。

4.1 

CI環境におけるキーワード駆動テストの実現

開発したプログラムに対して行うテスト手順は，各テ
スト担当者がテストスクリプトとして実装する。このと
き，各テスト担当者がそれぞれ異なるプログラム言語で
実装すると，テスト担当者間でのテストスクリプトの共
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図5｜ プロジェクト状態の可視化の例
プロマネ支援AIはプロジェクトデータを解析してプロジェクトの状況をプロマネに提示するとともに，プロジェクトリスクを予測して経営者や支援部門に通知することで，早
い段階でのリスク対策を可能にする。

注：略語説明
SML（Software Modernization Laboratory），ソフトPJ（ソフトウェア開発力・信頼性強化プロジェクト）
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有が困難になる。また，テスト担当者が既存のテストス
クリプトを把握していない場合，同一の処理を重複実装
してしまう場合がある（図7参照）。

これらの問題を解消し，開発プロジェクト内でテスト
スクリプトの再利用を促進するためには，テストスクリ
プトの記述ルールを統一する必要がある。このような課
題を解決するテストスクリプト記述のベストプラクティ
スとして，キーワード駆動が知られている。キーワード
駆動とは，テストに対応する手順や処理をキーワードと
して定義し，キーワードの並べ替えでテストを表現し，
テストを行う手法である（図8参照）。

キ ー ワ ー ド 駆 動 に 対 応 し たOSS（Open Source 

Software）のテストフレームワークとして，Robot 
Frameworkがある5）。Robot Frameworkは，キーワード
駆動に則した所定のフォーマットで記述されたテストス
クリプトを実行できるフレームワークである。テストス
クリプトは，テストケース部とキーワード部に分かれて
おり，キーワード部で定義したキーワードを，テストケー
ス部に列挙することで，キーワードに対応する処理を順
次実行できる。キーワードを用いてテストスクリプトを
記述することで，テストスクリプトの部品をキーワード
単位で共有することが可能となる。 

これらのキーワードの共有を促進するために，テスト
スクリプト群から，既存のキーワードを自動抽出し，
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図7｜テストスクリプトの重複実装の例
従来は機能ごとにテストを作成していたため，テストの
一部について重複して実装されることがあり，開発の
無駄が生じていた。

テストケース
スタート処理キーワード ： スタート

キーワード ： スタート

キーワード ： 状態作成

キーワード ： 状態作成

キーワード ： 確認
キーワード ： 確認

キーワード ： 実行
キーワード ： 終了

状態作成処理

確認処理

キーワード定義＆
対応する処理実装 テストスクリプト作成 テストスクリプト実行
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用意することで，キーワードの組み合わせによってテス
トスクリプトを実現できる。
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図6｜ 継続的インテグレーション
ビルド，実行環境の準備，テストを自動化し継続的に
実行することで，高頻度での開発と品質確認を可能
とする。

注：略語説明ほか
VM（Virtual Machine）
※1）Gitは，Software Freedom Conservancy, Incの登録商標である。
※2）GitLabは，GitLab B.V.の米国およびその他の国における登録商標または商標である。
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Web上に一覧として表示するシステムを構築した（図9
参照）。このシステムの活用により，テスト担当者間で既
存のキーワードの把握が容易になる。

以上のように，CIにおけるテストスクリプト作成に対
してキーワード駆動を適用することで，既存のテスト
ケースの個々の手順に相当するキーワードの共有が容易
になる。キーワードが再利用されることによって，テス
トスクリプトを作成する工数の削減が見込まれる。

5. おわりに

本稿では，ソフトウェア開発を対象としたプロセス変
革を推進する全社体制と技術開発について示した。一方，
Software 2.0と呼ばれる新しいソフトウェア開発のパラ
ダイムも登場している。これは，機械学習を用いてシス
テムを構築するものである。データを基にした帰納的な
学習では，演繹（えき）的なソフトウェア開発を前提と
した従来の開発技術の有効性が懸念されている。例えば，
従来のソフトウェアテストでは仕様を規範としてテスト
ケースを策定するが，機械学習では規範となる仕様が存
在せず，テストが困難である。そこで，日立はSoftware 
2.0を対象とした開発技術の研究を進めるとともに，AIプ
ロダクト品質保証コンソーシアムや，機械学習工学研究
会などの活動を通じ，次世代のシステム開発技術の確立
に貢献していく。
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*** Test Cases ***
Linux※IO Test
    Connect device
    Write data
    Switch Connection
    Check Active Process
    Check Cluster
    Check Node ObjectID    
    Disconnect device

キーワード
キーワードの一覧からキーワードを選び，
テストスクリプトのテストケース部
（Test Cases）に記述する。

テストスクリプト キーワード一覧

図9｜ キーワード一覧表示システム
テストスクリプト群からキーワードを自動抽出し一覧表
示することで，担当者間でのキーワードとスクリプトの
再利用を促進する。

注：略語説明ほか
IO（Input/Output）
※） Linuxは，Linus Torvalds氏の日本およびその他の国における登録商標あるいは商標である。


